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当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 2019年３月29日から2026年３月16日まで

です。
運 用 方 針 信託財産の成長を図ることを目的として、積

極的な運用を行います。

主要投資対象
わが国の金融商品取引所に上場する株式（上
場予定を含みます。）を主要投資対象としま
す。

運 用 方 法

主として、わが国の金融商品取引所に上場す
る株式（上場予定を含みます。）のうち、大
阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和
歌山県のいずれかに本社を置く関西企業を中
心に投資を行います。
※登記上の本社所在地が上記二府四県にある

銘柄も投資対象に含みます。
※上記の二府四県に本社を置くまたは登記す

る企業以外にも、関西の成長から恩恵を受
けると判断される銘柄に投資を行う場合が
あります。

組入銘柄の選定にあたっては、株式の流動
性、信用リスク等によるスクリーニングを
行った後、ビジネスモデル、経営陣の質、収
益の成長性、株価のバリュエーション等に着
目して総合的に判断します。
株式の組入比率は原則として高位を維持しま
す。

組 入 制 限 株式への投資割合には、制限を設けません。
外貨建資産への投資は行いません。

分 配 方 針

年１回の決算時（毎年３月15日（休業日の場
合は翌営業日））に、繰越分を含めた経費控
除後の配当等収益および売買益（評価益を含
みます。）等の全額を対象として、委託会社
が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分
配金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合は分配を行わない場合がありま
す。

 <運用報告書に関するお問い合わせ先>
コールセンター：0120-104-694
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで
お客さまのお取引内容につきましては、購入された
販売会社にお問い合わせください。

愛称：ニコ（25）ッとおおさか

受益者の皆さまへ

　毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。

　さて、｢おおさか・かんさいアクティ
ブファンド」は、2023年３月15日に第
４期の決算を行いました。ここに、運用
経過等をご報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう
お願い申し上げます。

おおさか・かんさいアクティブファンド

運 用 報 告 書（全体版）
第４期<決算日2023年３月15日>
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1－　　－

■設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 東証株価指数(ＴＯＰＩＸ) 株 式 組 入

比 率
株 式 先 物
比 率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率 (参考指数) 期 中

騰 落 率
円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円

（設　定　日） (３月28日)
2019年３月29日 10,000 － － 1,582.85 － － － 2,341

１期（2020年３月16日） 7,534 0 △24.7 1,236.34 △21.9 95.1 － 993
２期（2021年３月15日） 12,219 0 62.2 1,968.73 59.2 96.8 － 845
３期（2022年３月15日） 10,950 0 △10.4 1,826.63 △7.2 97.3 － 729
４期（2023年３月15日） 11,516 0 5.2 1,960.12 7.3 97.2 － 763

（注１）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
（注３）東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社

（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび同指
数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延また
は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促
進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。

（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

■当期中の基準価額と市況の推移

年 月 日 基 準 価 額 東証株価指数(ＴＯＰＩＸ) 株 式 組 入
比 率

株 式 先 物
比 率騰 落 率 (参 考 指 数) 騰 落 率

（期　首） 円 ％ ポイント ％ ％ ％
2022 年 ３ 月 15 日 10,950 － 1,826.63 － 97.3 －

３ 月 末 11,622 6.1 1,946.40 6.6 95.9 －
４ 月 末 11,173 2.0 1,899.62 4.0 95.3 －
５ 月 末 11,271 2.9 1,912.67 4.7 95.9 －
６ 月 末 11,109 1.5 1,870.82 2.4 96.4 －
７ 月 末 11,549 5.5 1,940.31 6.2 97.1 －
８ 月 末 11,628 6.2 1,963.16 7.5 95.8 －
９ 月 末 11,064 1.0 1,835.94 0.5 94.0 －
10 月 末 11,445 4.5 1,929.43 5.6 94.4 －
11 月 末 11,736 7.2 1,985.57 8.7 95.5 －
12 月 末 11,101 1.4 1,891.71 3.6 95.1 －

2023 年 １  月  末 11,513 5.1 1,975.27 8.1 95.3 －
２ 月 末 11,553 5.5 1,993.28 9.1 97.1 －

（期　末）
2023 年 ３ 月 15 日 11,516 5.2 1,960.12 7.3 97.2 －

（注１）騰落率は期首比です。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
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2－　　－

■当期の運用経過（2022年３月16日から2023年３月15日まで）

基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。

基準価額の主な変動要因
　主として、わが国の金融商品取引所に上場する株式（上場予定を含みます。）のうち、大阪府、京都
府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県のいずれかに本社を置く関西企業を中心に投資を行いました。
当期は、米国の金融引き締めを背景とした日米金利差拡大などにより円安基調となりました。その結果、
国内株式市場が上昇したことをうけ、当期の基準価額は上昇しました。
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第３期末
（2022.３.15）

第４期末
（2023.３.15）

基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）

第４期首： 10,950円
第４期末： 11,516円
（既払分配金0円）
騰 落 率： 5.2％
（分配金再投資ベース）
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3－　　－

投資環境
　国内株式市場は、各国で高いインフレがみられつつも、企業業績は底堅く、一進一退の推移でした。
10月に入ると、米国のインフレ率上昇ペースが鈍化し、米国政策金利の利上げ幅縮小への期待や円安に
よる国内企業業績の下支えから、国内株式市場は上昇しました。年明け以降、景気への投資家心理が改
善したこと、日米の金融政策の方向性の違いから円安が進行したことなどから、国内株式市場は上昇し
ました。３月に入ると米国金融機関破綻を受け、国内株式市場は下落しました。

ポートフォリオについて
　主として、わが国の金融商品取引所に上場する株式（上場予定を含みます。）のうち、大阪府、京都
府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県のいずれかに本社を置く関西企業を中心に投資し、運用を行い
ました。
　売買については、日本電産、村田製作所、ダイキン工業などを買い付け、伊藤忠商事、パルグループ
ホールディングス、ロート製薬などを売却しました。
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（ポイント） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の推移

○組入上位10業種
期首
No. 業種 組入比率
1 電気機器 23.6％
2 化学 9.7
3 卸売業 9.1
4 医薬品 8.7
5 機械 7.4
6 陸運業 4.9
7 その他製品 4.8
8 小売業 4.2
9 輸送用機器 3.2
10 食料品 3.1
（注１）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）業種は東証33業種分類によるものです。

期末
No. 業種 組入比率
1 電気機器 24.4％
2 化学 10.5
3 卸売業 8.4
4 機械 8.0
5 医薬品 7.6
6 陸運業 4.9
7 その他製品 4.6
8 小売業 3.7
9 食料品 3.3
10 輸送用機器 2.7
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4－　　－

ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。
　グラフは、基準価額と参考指数の騰落率の対比です。

（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。

（％）
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（2022.３.16～2023.３.15）
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参考指数

【基準価額と参考指数の対比】

分配金
　収益分配金につきましては基準価額水準・市況動向等を勘案し、無分配とさせていただきました。な
お、収益分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。

■分配原資の内訳（１万口当たり）

項目
当期

2022年３月16日
～2023年３月15日

当期分配金（税引前） －円
対基準価額比率 －％
当期の収益 －円
当期の収益以外 －円

翌期繰越分配対象額 2,404円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。
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5－　　－

今後の運用方針
　国内株式市場については、グローバルの金融政策の影響を織り込みつつ、個別企業の業績に注目が集
まる展開を想定しています。引き続き、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県のいずれ
かに本社を置く関西企業を中心に投資を行います。組入銘柄の選定にあたっては、株式の流動性、信用
リスク等によるスクリーニングを行った後、ビジネスモデル、経営陣の質、収益の成長性、株価のバ
リュエーション等に着目して総合的に判断します。
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6－　　－

■１万口当たりの費用明細

項目

第４期

項目の概要（2022年３月16日
～2023年３月15日）
金額 比率

(ａ) 信託報酬 181円 1.584％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は11,408円です。

（投信会社） (  88) (0.770) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価

（販売会社） (  88) (0.770) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

（受託会社） (    5) (0.044) 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 0 0.001 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料

（株式） (    0) (0.001)
(ｃ) その他費用 0 0.001 (ｃ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

（監査費用） (    0) (0.001) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用
合計 181 1.586

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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7－　　－

（参考情報）
◆総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当た
り）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.59％です。

（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

総経費率
1.59％

運用管理費用
（投信会社）
0.77％運用管理費用

（販売会社）
0.77％

運用管理費用
（受託会社）
0.04％

その他費用
0.00％
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8－　　－

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

(ａ) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 53,037千円
(ｂ) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 734,552千円
(ｃ) 売 買 高 比 率　(ａ)／(ｂ) 0.07

（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。

■売買及び取引の状況（2022年３月16日から2023年３月15日まで）
　株　式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

千株 千円 千株 千円
国 内 上 場 7.4 27,125 8.9 25,911(11.4) (－)
（注１）金額は受渡代金です。
（注２）（　）内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

■利害関係人との取引状況等（2022年３月16日から2023年３月15日まで）
(1) 期中の利害関係人との取引状況

決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ Ｂ／Ａ うち利害関係人
との取引状況Ｄ Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 27 4 17.7 25 4 17.9
金 銭 信 託 0.002539 0.002539 100.0 0.002539 0.002539 100.0

(2) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額　(Ａ) 8千円
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額　(Ｂ) 5千円

(Ｂ)／(Ａ) 59.6％

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券、みずほ信託銀行です。
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9－　　－

■組入資産の明細
　国内株式

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（2.5％）
積水ハウス 5.9 5.6 15,153
きんでん 2.3 2.3 3,622
食料品（3.4％）
江崎グリコ 0.5 0.5 1,682
日本ハム 0.7 0.7 2,663
Ｓ　Ｆｏｏｄｓ 1.4 1.4 3,901
宝ホールディングス 2.2 3.2 3,328
不二製油グループ本社 0.8 0.8 1,521
ハウス食品グループ本社 0.7 1.1 3,010
日清食品ホールディングス 0.8 0.8 9,344
繊維製品（1.0％）
グンゼ 1 1 4,575
日本毛織 2.6 2.6 2,535
パルプ・紙（1.1％）
レンゴー 5 5 4,300
ザ・パック 1.4 1.4 4,061
化学（10.8％）
大阪ソーダ 1.8 1.8 7,767
堺化学工業 2.3 2.3 4,082
ダイセル 4.8 4.8 4,867
積水化学工業 3.5 3.5 6,552
日本ペイントホールディングス 10 10 11,610
関西ペイント 1.6 1.6 2,731
ミルボン 0.4 0.4 2,164
ノエビアホールディングス 0.9 0.9 4,815
コニシ 3 3 5,556
上村工業 1 1 6,180
小林製薬 0.5 0.5 3,985
メック 1.4 2 4,648
タカラバイオ 0.8 0.8 1,396
日東電工 1.4 1.6 13,600
医薬品（7.8％）
武田薬品工業 6.1 5.8 25,230
住友ファーマ 2.4 2.4 1,929
塩野義製薬 2.6 2.6 15,488
日本新薬 0.7 0.7 3,801
ロート製薬 1.8 2 5,064
参天製薬 2.7 2.7 2,845
ＪＣＲファーマ 1.1 1.1 1,608

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
東和薬品 1.1 1.1 2,061
ゴム製品（1.0％）
ＴＯＹＯ　ＴＩＲＥ 1.9 1.9 2,831
住友ゴム工業 3.7 3.7 4,288
ガラス・土石製品（0.6％）
日本電気硝子 1.8 1.8 4,492
非鉄金属（1.9％）
住友電気工業 6 6 9,714
アサヒホールディングス 2.1 2.1 4,248
金属製品（0.6％）
ノーリツ 2.4 2.4 4,089
機械（8.2％）
ＤＭＧ森精機 2.2 2.2 4,688
クボタ 9 9 17,910
ダイキン工業 1 1.1 25,019
ダイフク 0.7 0.7 5,061
日本ピラー工業 2.3 2.3 8,291
電気機器（25.1％）
湖北工業 1 1 5,050
日本電産 1.9 2.5 16,045
ダイヘン 0.5 1 4,265
日新電機 3.9 3.9 6,618
オムロン 1.8 1.8 13,222
エレコム 0.9 0.9 1,147
パナソニック　ホールディングス 18 17.5 20,580
シャープ 4.6 4.6 4,310
堀場製作所 0.4 0.6 4,518
エスペック 2 2 4,058
キーエンス 0.5 0.5 29,210
シスメックス 1.5 1.5 12,685
ローム 1 1 10,510
京セラ 2.6 2.6 17,368
村田製作所 2.7 3 22,488
ニチコン 4.5 4.5 6,246
ＳＣＲＥＥＮホールディングス 0.6 0.7 7,910
輸送用機器（2.8％）
川崎重工業 1.4 1.4 3,935
シマノ 0.8 0.8 16,888
精密機器（1.6％）
島津製作所 2.4 2.4 9,540
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銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ニプロ 2.5 2.5 2,520
その他製品（4.7％）
大建工業 1.5 1.5 3,424
アシックス 2 1.7 5,941
任天堂 0.4 4 20,328
コクヨ 2.9 2.9 5,309
電気・ガス業（0.9％）
大阪瓦斯 3.1 3.1 6,810
陸運業（5.1％）
西日本旅客鉄道 1.3 1.3 6,958
鴻池運輸 3.7 3.7 5,390
サカイ引越センター 0.5 0.5 2,245
近鉄グループホールディングス 1.2 1.2 5,064
阪急阪神ホールディングス 1.5 1.5 5,797
南海電気鉄道 0.9 0.8 2,272
京阪ホールディングス 0.7 0.7 2,366
ＳＧホールディングス 4 4 7,556
海運業（1.2％）
川崎汽船 1 2.5 8,600
倉庫・運輸関連業（1.6％）
住友倉庫 3 2.8 6,398
上組 2 2 5,612
情報・通信業（0.9％）
カプコン 1.6 1.6 6,936
卸売業（8.6％）
神戸物産 2.5 2.5 8,675
シップヘルスケアホールディングス 0.8 0.8 1,923
アズワン 0.4 0.4 2,108
タカショー 3.3 6 4,368
伊藤忠商事 9 7 28,882
長瀬産業 2.6 2.6 5,415

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
山善 3.4 3.4 3,519
岩谷産業 0.6 0.8 4,568
ＰＡＬＴＡＣ 0.4 0.4 1,890
加藤産業 0.7 0.7 2,446
小売業（3.8％）
パルグループホールディングス 3.1 1.4 4,039
ＭｏｎｏｔａＲＯ 3 3 4,896
ＦＯＯＤ　＆　ＬＩＦＥ　ＣＯＭＰＡＮＩＥＳ 0.8 0.8 2,800
Ｇ－７ホールディングス 2 2 2,870
コーナン商事 1 1 3,155
高島屋 3.9 2.8 5,317
王将フードサービス 0.8 0.8 4,888
不動産業（2.2％）
日本駐車場開発 26 26 6,110
サムティ 2.5 2.5 5,342
ＡｎｄＤｏホールディングス 2.6 2.6 2,254
京阪神ビルディング 2 2 2,416
サービス業（2.7％）
ＷＤＢホールディングス 0.9 0.9 1,763
ダスキン 2 2 6,490
ラウンドワン 3 7.2 3,780
船井総研ホールディングス 1.5 1.5 4,054
イオンディライト 1.4 1.4 4,166

千株 千株 千円

合 計 株 数 ・ 金 額 277.3 287.2 742,579
銘柄数<比率> 110銘柄 110銘柄 <97.2％>

（注１）銘柄欄の（　）内は、期末の国内株式評価総額に対する各業
種の比率です。

（注２）合計欄の<　>内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。

■投資信託財産の構成� 2023年３月15日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 742,579 96.4
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 27,470 3.6
投 資 信 託 財 産 総 額 770,050 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2023年３月15日)現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資 産 770,050,531円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 25,610,431
株 式(評価額) 742,579,900
未 収 配 当 金 1,860,200

(Ｂ) 負 債 6,259,925
未 払 解 約 金 186,496
未 払 信 託 報 酬 6,067,525
そ の 他 未 払 費 用 5,904

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 763,790,606
元 本 663,246,239
次 期 繰 越 損 益 金 100,544,367

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 663,246,239口
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,516円

（注）期首における元本額は665,926,798円、当期中における追加設
定元本額は43,164,163円、同解約元本額は45,844,722円です。

■損益の状況
当期　自2022年３月16日　至2023年３月15日

項 目 当 期
(Ａ) 配 当 等 収 益 17,590,720円

受 取 配 当 金 17,599,797
受 取 利 息 251
そ の 他 収 益 金 3,893
支 払 利 息 △13,221

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 30,352,755
売 買 益 71,406,378
売 買 損 △41,053,623

(Ｃ) 信 託 報 酬 等 △12,192,087
(Ｄ) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 35,751,388
(Ｅ) 前 期 繰 越 損 益 金 41,350,143
(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 23,442,836

(配 当 等 相 当 額) (25,098,151)
(売 買 損 益 相 当 額) (△1,655,315)

(Ｇ) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 100,544,367
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 100,544,367
追 加 信 託 差 損 益 金 23,442,836
(配 当 等 相 当 額) (25,098,151)
(売 買 損 益 相 当 額) (△1,655,315)
分 配 準 備 積 立 金 134,412,064
繰 越 損 益 金 △57,310,533

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。
（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。
（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注４）分配金の計算過程

項 目 当 期
(ａ) 経 費控除後の配当等収益 13,117,443円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(ｃ) 収 益 調 整 金 25,098,151
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 121,294,621
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 159,510,215
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 2,404.99
(ｇ) 分 配 金 0
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0

■分配金のお知らせ
　収益分配金につきましては基準価額水準・市況動向等を勘案し、無分配とさせていただきました。
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